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別紙 

経 済 産 業 省 

 

２０１６０９０５商局第２号 

平成２８年９月２３日  

改正 ２０２１０３１９保局第１号 

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

 

 

電気事業法施行規則第５０条第２項の解釈適用に当たっての考え方（内規） 

 

 

経済産業省大臣官房商務流通・保安審議官 

 

 

 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号。以下「法」という。）第４２条第１項に規定する保安規程（以

下「保安規程」という。）の記載事項については、電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号。

以下「省令」という。）第５０条第１項において、事業用電気工作物であって、一般送配電事業、送電事業

又は発電事業（法第３８条第３項第４号に掲げる事業に限る。以下同じ。）の用に供するものと、それ以外

の事業用電気工作物に区分し、保安を一体的に確保することが必要な組織ごとに定めることとしている。一

般送配電事業、送電事業又は発電事業の用に供する事業用電気工作物の設置者（以下「事業者」という。）

の定める保安規程については、省令第５０条第２項に掲げる事項について記載することが求められ、自主保

安活動を行う上での基本的なルールを事業者自らの責任において適切に定めるべく、下記のように記載され

ることが必要である。 

 なお、本内規に定める保安規程の記載事項は、経済産業省が、本内規の制定時において、一般送配電事業、

送電事業又は発電事業の用に供する事業用電気工作物の保安確保に必要と考える標準的記載事項である。 
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記 

 

 

１．第１号（関係法令及び保安規程の遵守のための体制） 

一 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安のための関係法令及び保安規程の遵守のための

体制(経営責任者の関与を含む。) に関すること。 

 

 保安のための関係法令及び保安規程の遵守を確実に行わせるため、いわゆるコンプライアンスに係る体制

が確実に構築されていることが明確にされていることが必要である。 

また、法令遵守においては、経営責任者の積極的な関与が不可欠であることにかんがみ、この点について

特に明記されている必要がある。 

 

 

２．第２号（組織） 

二 事業用電気工作物の工事、維持又は運用を行う者の職務及び組織に関すること(次号に掲げるものを

除く。)。 

 

 平成１９年経済産業省令第５６号による改正前の省令（以下「旧省令」という。）第５０条第１項第１号

に掲げる事項と同じである。（ただし、主任技術者については次号に掲げるものを特掲している。） 

なお、事業用電気工作物の工事、維持又は運用を行う者とは、事業用電気工作物の設置者の組織に属する

者で工事、維持又は運用を行う者をいう。 

また、社内における職制規定と保安規程に記載される職務及び組織については、整合している必要がある。 

 

 

３．第３号（主任技術者） 

三 主任技術者の職務の範囲及びその内容並びに主任技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及

び組織上の位置付けに関すること。 

 

主任技術者は、法第４３条の規定により保安の監督を行うために選任される者であり、その職務を誠実に

行うことが求められている。 

したがって、その保安の監督の責務を十全に果たすことができるようにするため、その職務範囲及び内容

について適切に定められていることが必要である。また、保安の監督を適切に行う上で、必要な権限及び組

織上の位置付けがなされている必要がある。特に、保安の監督に支障を来すこと等がないよう、上位者等と

の関係において独立性が確保されている必要がある。 

なお、必ずしも発電所の保安組織から主任技術者が独立していることが当然に求められるものではない。 
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４．第４号（保安教育） 

四 事業用電気工作物の工事、維持又は運用を行う者に対する保安教育に関することであって次に掲げる

もの 

イ 関係法令及び保安規程の遵守に関すること。 

ロ 保安のための技術に関すること。 

ハ 保安教育の計画的な実施及び改善に関すること。 

 

 事業用電気工作物の保安を確保するためには、保安に関わるすべての者に対してその職務に応じた保安教

育がなされる必要がある。 

 したがって、保安教育に定める内容として、第４号イ、ロ及びハに掲げる事項について明確に記載されて

いることが必要である。 

 イについては、関係法令及び保安規程の遵守を確実なものとする観点から、その内容が明確に定められて

いることが必要である。 

 ロについては、保安に携わる者に必要な技術的内容を習得させ、これを十分活用できるような力量を確保

させることが確実なものとなることを目的として内容が明確に定められている必要がある。 

 ハについては、保安教育を計画的に実施することに加え、教育効果を定期的に評価し、その結果を踏まえ

た保安教育プログラムの継続的な向上のための措置についても記載されていることが必要である。 
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５．第５号（発電用の事業用電気工作物に対する保安の改善） 

五 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安を計画的に実施し、及び改善するため

の措置であって次に掲げるもの(前号に掲げるものを除く。) 

イ 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての方針及び体制に関するこ

と。 

ロ 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての計画に関すること。 

ハ 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての実施に関すること。 

ニ 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての評価に関すること。 

ホ 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての改善に関すること。 

 

 保安を適切なものとするためには、あらかじめ保安の方針及び体制を定めて計画的に実施するとともに、

実施結果に対して適切に評価を行い、その結果を踏まえ改善に結び付ける活動を継続的に実施する必要があ

る。 

 このため、保安規程においてはこれらの活動内容が具体的かつ明確に定められている必要がある。また、

上記のイからホに掲げる事項を定めるに当たっては、特に次の点を踏まえたものであることが必要である。 

 イについて、保安に関する方針を定めるにあたっては、保安活動を推進するための目標を設定することが

必要である。 

 ロについては、適切な保安の実施にあたって必要となる人的及び物的資源について十分に考慮して、適切

なプロセスを定める必要がある。 

 ハについては、口で定めた計画に従って適切なプロセスにより実施することが必要である。 

 ニについては、ロで定めた計画に従って適切に実施されているかどうかについて評価することが必要であ

る。実施者による自己評価、実施部門から独立した組織による内部監査、外部監査等の評価手法を適切に採

用する必要がある。 

 ホについては、社内の他部門、あるいは他社、他産業などから得られた保安に関する知見について、その

重要度に応じて適切に反映する手順を定める必要がある。改善に当たっては、不適合(事業用電気工作物の

工事、維持又は運用に関する保安がロに規定する計画に従って適切に実施されていないと評価される状態を

いう。) が検出された場合に、その重要度に応じて再発防止のために行う是正に関する処置及び生じるおそ

れのある不適合を防止するための予防に関する処置を適切に実施する必要がある。このため、不適合を管理

する手順が定められている必要がある。また、不適合に関して、その重要度に応じた情報の公開に関する事

項を記載する必要がある。 
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６．第６号(発電用の事業用電気工作物に対する保安に必要な文書) 

六 発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安のために必要な文書の作成、変更、承

認及び保存の手順に関すること。 

 

発電用の事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安のために必要なすべての文書について、そ

の作成、変更、承認及び保存が適切に行われるための文書管理手順(保安のために必要な文書か否かの基準

及び文書の識別や廃棄に係る手順を含む。) について記載される必要がある。これらには、法に基づく工事

計画の届出を必要とする工事に該当するか否かを確認し、届出を行う必要がある場合には、法の規定に基づ

いて届出を行う手続きが取られたかどうかを確認するための手続きが含まれる。 

 

 

７．第７号(発電用の事業用電気工作物に対する保安に必要な文書の保安規程上の位置づけ) 

七 前号に規定する文書についての保安規程上の位置付けに関すること。 

 

保安のために必要な文書について、保安規程を最上位として階層別に明確に位置付けを行い、当該文書が

保安規程に基づいて定められていることが必要である。また、第６号で定めた保安に必要な文書を常に適切

な状態として維持していくため、第５号ニに規定する評価を踏まえ改善する手順が記載されていることが必

要である。 

 

 

８．第８号(保安に関する記録) 

八 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての適正な記録に関すること。 

 

保安についての必要な記録を適正に作成し、管理するための措置が明確に記載されていることが必要であ

る。その際、記録を適正に作成し、管理するための措置については、記録の承認、保存に係る手順が定めら

れている必要がある。また、法定事業者検査を含めた保守点検に係る体制及びその結果の記録の保存に関す

ることが明記されている必要がある。 
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９．第９号(巡視点検)、１０号(運転または操作)、１２号(発電所長期停止時の保全)及び１４号(災害、非

常時の措置) 

九 事業用電気工作物の保安のための巡視、点検及び検査に関すること。 

十 事業用電気工作物の運転又は操作に関すること。 

十二 発電所の運転を相当期間停止する場合における保全の方法に関すること。 

十三 災害その他非常の場合に採るべき措置に関すること。 

 

旧省令第５０条第１項第３号、第４号、第５号及び第６号と同じである。 

 

 

１０．第１１号(発電用の事業用電気工作物の保安に係る調達管理) 

十一 発電用の事業用電気工作物の保安に係る外部からの物品又は役務の調達の内容及びその重要度に応

じた管理に関すること。 

 

保安の確保に関する第一義的な責任は、事業用電気工作物を設置する者にある。このため、発電設備の保

安に関し、外部から必要な物品又は役務を調達する際、保安の重要度に応じた管理のための手順(調達管理

手順、調達要求事項、調達製品の検証などの必要な手順をいう。) が記載されていることが必要である。 

 

 

１１．第１４号(保安規程の定期的な点検及び改善) 

十四 保安規程の定期的な点検及びその必要な改善に関すること。 

 

保安の実施によって得られた知見を適切に保安に反映するとともに、社内外の環境変化への適切な対応を

行うなど、保安の継続的な改善を行っていくためには、保安規程についての不断の見直しを行うことが必要

である。このため、保安規程の定期的な点検及びその必要な改善に関する考え方が記載されていることが必

要である。 

 

 

１２．第１５号(その他保安上必要な事項) 

十五 その他事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安に関し必要な事項 

 

サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサ

イバーセキュリティをいう。）を確保するため、次の各号により適切な措置が講じられることが必要である。 

 一 スマートメーターシステムにおいては、日本電気技術規格委員会規格ＪＥＳＣ Ｚ０００３（２０

１９）「スマートメーターシステムセキュリティガイドライン」によること。 

二 電力制御システムにおいては、日本電気技術規格委員会規格ＪＥＳＣ Ｚ０００４（２０１９）「電

力制御システムセキュリティガイドライン」によること。 

   

また、本号は前に掲げるもののほか、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を行う上で事

業者の判断により必要となるものについて記載することを想定した規定である。 
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参考：旧省令 第５０条第１項 

（保安規程） 

第五十条 法第四十二条第一項の保安規程は、使用前自主検査、溶接事業者検査又は定期事業者検査（以下

「法定事業者検査」と総称する。）を実施する組織については次の第一号から第九号までに掲げる事項に

ついて、それ以外の組織については次の第一号から第七号まで及び第九号に掲げる事項について定めるも

のとする。ただし、鉱山保安法（昭和二十四年法律第七十号）、鉄道営業法（明治三十三年法律第六十五

号）、軌道法（大正十年法律第七十六号）又は鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）が適用され又

は準用される自家用電気工作物については発電所、変電所及び送電線路に係る次の事項について、原子力

設備については、蒸気タービン、補助ボイラー並びに補助ボイラーに属する燃料燃焼設備及びばい煙（大

気汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七号）第二条第一項に規定するものをいう。以下同じ。）の処理

設備（以下「ばい煙処理設備」という。）の工事、維持及び運用に関する保安のため必要な次の事項並び

に溶接事業者検査に係る次の第八号に掲げる事項について定めることをもって足りる。 

一 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する業務を管理する者の職務及び組織に関すること。 

二 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に従事する者に対する保安教育に関すること。 

三 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のための巡視、点検及び検査に関すること。 

四 事業用電気工作物の運転又は操作に関すること。 

五 発電所の運転を相当期間停止する場合における保全の方法に関すること。 

六 災害その他非常の場合に採るべき措置に関すること。 

七 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安についての記録に関すること。 

八 事業用電気工作物の法定事業者検査に係る実施体制及び記録の保存に関すること。 

九 その他事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安に関し必要な事項 

 

 

附 則（２０１６０９０５商局第２号） 

１ この規程は、平成２８年９月２４日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）第五十条第一項第一

号に規定する事業用電気工作物を使用している者は、平成二十八年十二月三十一日までに、この規程に掲

げる事項を定めて電気事業法第四十二条第二項の規定による届出をしなければならない。 

３ 電気事業法施行規則第５０条第２項の解釈適用に当たっての考え方（内規）（平成２０年１２月２６日

付け平成２０・１２・２２原院第６号）は廃止する。 

 

附 則（２０２１０３１９保局第１号） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 


